
はじめに
国税庁ホームページのタックスアン
サー「№4617 利用価値が著しく低下
している宅地の評価」には、利用価値
が付近にある他の宅地の利用状況から
みて、著しく低下していると認められ
るものの価額は、その宅地について利
用価値が低下していないものとして評
価した場合の価額から、利用価値が低
下していると認められる部分の面積に
対応する価額に10％を乗じて計算した
金額を控除した価額によって評価する
ことができる旨、ただし、路線価又は
固定資産税評価額又は倍率が、利用価
値の著しく低下している状況を考慮し
て付されている場合にはしんしゃくし
ない旨記載されています。
今回は、宅地の利用価値が著しく低
下しているか否かが争点となった事例
のうち、宅地の高低差が争点となった
事例をご紹介します。

Ⅰ．利用価値が著しく低下
していると認められた
事例

平19．4．23非公開裁決（Ｆ0－3－146）
（一部取消し）

1．事案の概要
本件は、本件各宅地と本件各宅地の
東側にある東側道路との高低差が争点
となった事例です。本件各宅地は、東
側道路と位置指定道路（相続税の申告
では私道として評価）を介して西側道
路に接しており、本件各宅地の居住者
は、位置指定道路を介して西側道路を
利用していました。
2．審判所の判断
本件各宅地は、本件東側道路に接す
る各宅地に比して、本件東側道路より
約1．2ｍ高い土地であり、また、本件
各宅地のみが、この高低差のため車両
の進入ができないことに加えて、本件
東側道路の幅員及び路面状況にも差が
認められることなどを総合勘案する
と、本件各宅地は、この付近にある他
の宅地の利用状況からみて、利用価値
が著しく低下した土地に当たると認め
られる。なお、原処分庁は、本件東側

道路に接する本件各宅地以外の宅地も
同道路より高い位置にあることをもっ
て、本件各宅地の利用価値が著しく低
下した土地に当たらないと判断してい
るが、本件各宅地の利用価値が著しく
低下した土地かどうかを判断するに当
たっては、本件東側道路の路線価を使
用すべき宅地の利用状況と比較すべき
であるから、原処分庁の主張は採用で
きない。

Ⅱ．傾斜地にひな壇状にあ
る土地

平29．9．5非公開裁決（Ｆ0－3－581）
（却下・棄却）

1．事案の概要
本件は、2つの路線価の設定区間に

所在する1土地から9土地までの土地
について判断されていますが、ここで
は、3土地と4土地のみの概要をご紹
介します。
本件3土地は、Ｂ南側道路に接し、

3土地の地盤面と同道路との高低差は
100～150㎝の範囲にある。3土地に隣
接している本件4土地は、3土地と同
様に、Ｂ南側道路に接しているが、4
土地の地盤面と同道路との高低差は
150～200㎝の範囲にある。
請求人らは、道路が傾斜しており、

その両側に接面する宅地の全てに高低
差が生じる共通の地勢にある場合に
は、路線価において高低差が考慮され
ているといえるが、傾斜地にひな壇状
に存在し、その接面する道路は平坦で
あって、道路の片側の土地は道路と等
高で、道路の反対側の土地には高低差
がある土地が連たんしている場合に
は、通常、道路と等高であり、各路線
のほぼ中央部に面している土地を標準
地として選定し、路線価を評定するた
め、路線価に高低差が考慮されていな
いと考えられる。本件各土地は、傾斜
地にひな壇状に存在するところ、道路
と等高に面する土地に比して、著しく
高低差がある土地であるため、路線価
に高低差を考慮する必要があると主張
しました。
2．審判所の判断
本件Ｂ南側路線価設定区間に接する

各土地の地盤面と本件Ｂ南側道路の間
には、いずれも高低差があり、また、
本件3土地及び4土地の地盤面と本件
Ｂ南側道路との間には一定の高低差が
ある。これらの高低差を比較してみる
と、高低差自体は本件Ｂ南側路線価設
定区間に接する一連の宅地に共通した
ものであると認められ、その高低差
は、本件3土地及び4土地の地盤面と
本件Ｂ南側道路との高低差と同程度で
あることが認められる。
請求人らは、路線価設定区間におい
て道路の片側の土地にのみ高低差があ
る場合、路線価は、その路線価設定区
間のほぼ中央部で道路と等高である側
の土地を標準地として選定して設定さ
れているから、路線価には高低差が考
慮されていないため、道路と等高に面
する土地に比して著しく高低差がある
本件各土地は、路線価に高低差を考慮
する必要がある旨主張するが、本件各
土地の高低差は、それぞれの路線価設
定区間に接する一連の宅地に共通して
いる地勢の範囲内にあるから、請求人
らの主張には理由がない。

Ⅲ．擁壁が築造された道路
の正面路線価の判定

平16．1．29非公開裁決（Ｆ0－3－410）
（棄却）（正面路線価の判定につい
ては、請求人の主張が認められてい
ます。）

1．事案の概要
本件は、県道と市道に接面するＡ土
地について、請求人が、Ａ土地は、本
件県道の路面とは最大で約2ｍの高低
差があり、かつ、本件県道との間には
岩を組みセメントで固める等頑丈に施
工された厚い壁が造られ、○○○の許
可なくしては取壊すことはできず、そ
の許可も受けることは極めて難しい。
そのため、出入り口は本件市道側に造
られている等から、本件Ａ土地の正面
路線は本件市道であるとして相続税の
財産評価を行った事例です。
原処分庁は、本件Ａ土地は、本件県
道に接しており、本件県道との間の堅
固な擁壁（本件県道を構成するもので
ある。）については、道路法24条によ

り道路管理者の承認を受けることによ
りその工事施工を行うことができるか
ら、本件県道からの開発行為は可能で
あって、本件県道の利用ができないわ
けではなく、また、本件県道からの影
響を全く受けないというわけでもない
こと等から、Ａ土地の正面路線は本件
県道であると主張しました。
2．審判所の判断
本件Ａ土地については、①本件県道
側ほぼ全面にわたって擁壁が築造さ
れ、その高さは最大で2ｍを超えてお
り、通常の利用に供する上での阻害要
因と認められること、②本件Ａ土地の
西側に所在する土地以西の土地とは本
件県道との接面状況が明らかに異なっ
ていること、③原処分庁が本件Ａ土地
の評価において、利用価値の低下を認
めて10％の減額をしており、これに従
えば、本件県道の路線価による価額は
138，105円（155，000×0．99×0．9）と
試算され、本件市道の路線価による価
額138，600円を下回ること、④本件県
道及び本件市道と面する距離は、本件
市道の方が大きいこと、⑤有効宅地化
率の算定根拠とした本件市道からの開
発想定図については基本部分について
当事者に争いがないことなどが認めら
れるのであり、そして、正面路線が土
地の利用形態及び価格形成に最も影響
を及ぼす路線をいうものと解されるこ
とをも併せ考えると、本件Ａ土地の正
面路線の判定については、評価基本通
達の定めの原則を画一的に適用するこ
とは適当でなく、上記①ないし⑤の状
況を総合勘案して行うのが相当である
から、本件Ａ土地の正面路線は本件市
道と判断される。

おわりに
TAINSで上記裁決を検索する場合
のキーワードは、「利用価値」、「高低
差」です。

TAINSの入会に関するお問い合
わせは、データベース事務局へ
TEL 03（5496）1195
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